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１ 県立消費生活センター受付状況  

（１）相談受付件数 

      平成２９年度（平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日）に寄せられた相談は３,１２１件で、 

前年度（２,９０６件）に比べて７.４％増加しました。 

 

  （２）相談内容等 

●架空請求（身に覚えのない請求）に関する相談が増加 

 増加傾向が続いていた、利用した覚えのないサイト利用料等を請求するメールに関する相談がさら

に増加したことに加え、法務省等をかたり、財産の差押えを強制的に執行するなどと書かれた「架空

請求」のハガキに関する相談が多数寄せられたことで、この１０年間で最も多い件数となりました。 

 

    ●相談の多い商品・サービスは「放送・コンテンツ等」と「融資サービス」、「インターネット通信サービス」 

1 位の「放送・コンテンツ等」は、インターネット等のサイト利用に関するワンクリック請求や、

架空請求に関する相談で４６２件（うちアダルトサイト６７件、オンラインゲーム２０件、出会い系

サイト１８件）です。 

2 位の「融資サービス」は１９３件（主にフリーローン・サラ金１７１件）と前年度とほぼ同じ水

準でしたが、３位の「インターネット通信サービス」は１３１件（主に光ファイバー８０件）と、前

年度（２２２件）に比べて大幅に減少しました。 

 

    ●幅広い年齢層での通信サービスに関する相談が多い 

「放送・コンテンツ等」に関する相談は、3年連続で全ての年齢層で最も多く、また「インターネッ

ト通信サービス」に関する相談も件数は減少したとはいえ、様々な年齢層で上位にあるなど、通信サー

ビス関連の相談が幅広い年齢層から寄せられています。 

 

    ●多重債務相談の増加 

前年度に増加に転じたフリーローン・サラ金に関する相談は、引き続き増加し、前年度より７件多い、

１７１件となっています。特に、そのうちの多重債務に関する相談の増加は顕著であり、前年度に比べ

て３７件多い１３８件となっています。 

 

    ●インターネット接続回線に関する相談 

「インターネット通信サービス」に関する相談では、「インターネットの利用料金が安くなる」と電

話で説明され、内容を十分理解できてないにもかかわらず契約を承諾し、業者に言われるままにパソコ

ンを操作したところ、後日書面が届いてはじめてプロバイダが変更されたことに気付いた、などという

相談が寄せられています。 

 

●健康食品や化粧品の購入のトラブルに関する相談 

インターネット通販などで、「お試し」のつもりで低価格に設定されている健康食品や化粧品の申込

みをしたところ「定期購入になっていた」「解約しようと思い、電話をするがつながらない」「解約しよ

うとしたら、割引前の高額な料金の支払いを求められた」などという相談が増加しています。 

 

２ 県内市町村消費生活相談受付状況 

      県内34市町村の窓口が受け付けた消費生活相談は３,１８６件となっており、前年度（2,６６４件）

に比べて１９.６％（５２２件）増加しました。そのうち、高知市、南国市、幡多広域の各消費生活セン

ターで受け付けた相談は２,８００件で、市町村受付件数全体の約８８％を占めています。 

    また、県内の全ての市町村に消費生活相談窓口が設置された平成２３年度以降で初めて、市町村の受付件

数が、県の受付件数を上回っています。 

 

平成２９年度に高知県立消費生活センターに寄せられた相談の概要 
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1. 相談受付件数 

平成２９年度の相談受付総数は、３,１２１件で、前年度（２,９０６件）比では７.４％（２１５件）増加し

ている。 

 

表―１  消費生活相談、個人情報相談別件数 

 苦情相談 問合せ 要望 H２９計 H２８同期 増減 対前年比（％） 

消費生活相談 ２，８９２ ２１７ １ ３，１１０ ２，８９４ ２１６ １０７.５ 

個人情報相談 １１ ０ ０ １１ １２ －１ ９１.７ 

合計 ２，９０３ ２１７ １ ３，１２１ ２，９０６ ２１５ １０７.４ 

 

図－１  相談受付件数推移 

 

 

２．個人情報相談 

   平成2９年度の消費生活に係る個人情報に関する相談は、１１件で、前年度（１２件）比では８.３％ 

（１件）減少している。 

 

表－２  個人情報相談内容（重複あり） 

目的外 

利用 

不適正な

取得 

情報内容

の誤り 

漏洩・ 

紛失 

委託先の

監督 

同意の 

ない提供 

オプトア

ウト違反 
開示等 

苦情の 

窓口対応 
その他 

１ ３ ０ ２ １ ３ ０ １ ０ ２ 

 

 

 

Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 H28 H29

下半期 3,480 3,676 2,954 2,594 2,401 1,732 1,763 1,672 1,535 1,594 1,405 1,677

上半期 4,614 3,277 3,350 2,607 2,426 2,023 1,714 1,821 1,695 1,488 1,501 1,444

合計 8,094 6,953 6,304 5,201 4,827 3,755 3,477 3,493 3,230 3,082 2,906 3,121
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３．消費生活相談                    

(１)相談方法別 

   表－３  相談方法別 

       H２９ H２８ 
増減 

件数 構成比（％） 件数 構成比（％） 

来   訪 ４１８ １３.５  ３９６ １３.７  ２２ 

電   話 ２，６４５ ８５.０  ２，４６４ ８５.１  １８１ 

文   書 ４７ １.５  ３４ １.２  １３ 

合   計 ３，１１０ １００.０  ２，８９４ １００.０  ２１６ 

 

(２)相談結果別 

  表－４  相談結果別                                       （平成３０年６月２０日現在） 

他機関 

紹介 

助言 

（自主交渉） 

その他 

情報提供 
斡旋解決 斡旋不調 処理不能 処理不要 処理中 

１５０ ２，２３２ ４２６ １７４ １３ ５４ ３３ ２８ 

 

(３）契約当事者別 

   年齢層別では、５０歳代と６０歳代の増加が著しいが、これは、急増した架空請求の相談の多くが

５０歳代と６０歳代の方であったことが影響している。 

なお、６０歳代以上の方の割合は約４１％と、前年度より５ポイント以上高くなっている。 

 

表－５  契約当事者性別等   

 Ｈ２９ Ｈ２８ 
前年比（％） 

件数 構成比（％） 件数 構成比（％） 

性

別 

男性 １，１４０ ３６.７ １，２８３ ４４.４ ８８.９ 

女性 １，８０３ ５８.０ １，４１６ ４８.９ １２７.３ 

団体 １２２ ３.９ １３１ ４.５ ９３.１ 

不明 ４５ １.４ ６４ ２.２ ７０.３ 

合 計 ３，１１０ １００.０ ２，８９４ １００.０ １０７.５ 
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表－６  契約当事者年齢層 

 

 

   表－７  契約当事者職業別 

 Ｈ２９ H２８ 
前年比（％） 

件数 構成比（％） 件数 構成比（％） 

職

業

別 

給与生活者 １，１０９ ３５.７ １，００４ ３４.７ １１０.５ 

自営・自由業 ２７８ ８.９ ２５６ ８.８ １０８.６ 

家事従事者 ３０１ ９.７ ２２９ ７.９ １３１.４ 

学生 ７５ ２.４ １０１ ３.５ ７４.３ 

無職 ９０６ ２９.１ ８５３ ２９.５ １０６.２ 

企業・団体 １２２ ３.９ １３１ ４.５ ９３.１ 

その他・不明 ３１９ １０.３ ３２０ １１.１ ９９.７ 

合 計 ３，１１０ １００.０ ２，８９４ １００.０ １０７.５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  Ｈ２９ H２８ 
前年比（％） 

件数 構成比（％） 件数 構成比（％） 

年

代

別 

20歳未満 ６３ ２.０ ７８ ２.７ ８０.８ 

20歳代 １８７ ６.０ １９６ ６.８ ９５.４ 

30歳代 ２３８ ７.７ ３１０ １０.７ ７６.８ 

40歳代 ３８６ １２.４ ３７４ １２.９ １０３.２ 

50歳代 ４８８ １５.７ ４０２ １３.９ １２１.４ 

60歳代 ７００ ２２.５ ４４８ １５.５ １５６.３ 

70歳以上 ５８１ １８.７ ５８７ ２０.３ ９９.０ 

団体・不明 ４６７ １５.０ ４９９ １７.２ ９３.６ 

合 計 ３，１１０ １００.０ ２，８９４ １００.０ １０７.５ 
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 (４)商品・サービス分類別 

 

  表－８  商品・サービス分類別 

       H２９ H２８ 
前年比（％） 

件数 構成比（％） 件数 構成比（％） 

商 

 

 

品 

商品一般 ６７３ ２１.６ １４２ ４.９ ４７３.９ 

食料品 １８８ ６.０ ２１３ ７.４ ８８.３ 

住居品 ８３ ２.７ １１３ ３.９ ７３.５ 

光熱水品 ３９ １.３ ２３ ０.８ １６９.６ 

被服品 ７６ ２.４ １００ ３.５ ７６.０ 

保健衛生品 ９０ ２.９ ８２ ２.８ １０９.８ 

教養娯楽品 １４２ ４.６ １９４ ６.７ ７３.２ 

車両・乗り物 ７３ ２.３ ７９ ２.７ ９２.４ 

土地・建物・設備 ７９ ２.５ ８１ ２.８ ９７.５ 

他の商品 ６ ０.２ ４ ０.１ １５０.０ 

小  計 
１，４４９ ４６.５ １，０３１ ３５.６ １４０.５ 

サ

｜

ビ

ス 

クリーニング １２ ０.４ ６ ０.２ ２００.０ 

レンタル・リース・貸借 １２４ ４.０ ８９ ３.１ １３９.３ 

工事・建築・加工 ８１ ２.６ ８９ ３.１ ９１.０ 

修理・補修 ２２ ０.７ ２６ ０.９ ８４.６ 

管理・保管 ３ ０.１ ４ ０.１ ７５.０ 

役務（サービス）一般 ２５ ０.８ ２０ ０.７ １２５.０ 

金融・保険サービス ３０４ ９.８ ２８６ ９.９ １０６.３ 

運輸・通信サービス ６９６ ２２.４ ９０２ ３１.２ ７７.２ 

教育サービス ４ ０.１ ９ ０.３ ４４.４ 

教養・娯楽サービス ４９ １.６ ４３ １.５ １１４.０ 

保健・福祉サービス ７９ ２.５ ８１ ２.８ ９７.５ 

他の役務（サービス） ８６ ２.８ １１２ ３.９ ７６.８ 

内職・副業・ねずみ講 ７ ０.２ １５ ０.５ ４６.７ 

他の行政サービス ２４ ０.８ ２４ ０.８ １００.０ 

小  計 １，５１６ ４８.８ １，７０６ ５９.０ ８８.９ 

他の相談 １４５ ４.７ １５７ ５.４ ９２.４ 

合   計 ３，１１０ １００.０ ２，８９４ １００.０ １０７.５ 
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(５）トラブルの多い商品・サービス 

①トラブルの多い商品・サービス 

○インターネット等のサイト利用に関するワンクリック請求や架空請求などの「放送・コンテンツ等」の相

談件数は減少しているものの、最も多い状況が続いている。 

○前年度２位の「インターネット通信サービス」の件数は大きく減少し、３位であった「融資サービス」と

順位が入れ替っている。 

○「健康食品」「化粧品」に関する相談が前年度に引き続き増加しているほか、「借家・賃貸アパート」に関

する相談が増加し順位を上げ、また、「空調・冷暖房・給湯設備」に関する相談も3年ぶりに１０位以内

に入っている。 

 

表－９ 相談件数の多い商品・サービス 

 商 品 ・ サービス Ｈ２９ H２８ 増減 

１ 

放送・コンテンツ等 
主に  デジタルコンテンツ 

うち アダルト情報サイト 

オンラインゲーム 

                                 出会い系サイト 

４６２ 

３９６ 

６７ 

２０ 

１８ 

５４０ 

４９５ 

２１６ 

１０ 

１７ 

－７８ 
－９９ 

－１４９ 

１０ 

１ 

２ 
融資サービス 

主に フリーローン・サラ金 
１９３ 
１７１ 

１９０ 
１６４ 

３ 
７ 

３ 
インターネット通信サービス 

主に 光ファイバー 

１３１ 
８０ 

２２２ 
１５２ 

－９１ 
－７２ 

４ 健康食品 １２２ １０８ １４ 

５ 借家・賃貸アパート ９３ ７１ ２２ 

６ 工事・建築 ８０ ８８ －８ 

７ 自動車 ５６ ６３ －７ 

８ 
移動通信サービス 

主に 携帯電話サービス 
５２ 
３８ 

７０ 
４７ 

－１８ 
－９ 

９ 化粧品 ５０ ４３ ７ 

１０ 

空調・冷暖房・給湯設備 
                   主に 電気温水器 

                               ソーラーシステム 

４１ 
１８ 

１８ 

３０ 
１２ 

１２ 

１１ 
６ 

６ 

＊デジタルコンテンツ･･･インターネットを通じて得られる情報。 
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②年齢層別で相談の多い商品･サービス 

○3年連続で「放送・コンテンツ等」に関する相談件数がすべての年齢層で最も多い状況となっている。 

○「アダルト情報サイト」の相談が減少する一方で、「オンラインゲーム」に関する相談が寄せられるように

なっている。 

○「融資サービス」と「インターネット通信サービス」「健康食品」に関する相談が幅広い年齢層から寄せら

れている。 

 

 

表－１０ 年齢層別で相談の多い商品・サービス 

２０歳未満 ２０歳代 ３０歳代 

１ 

放送・コンテンツ等 

主に デジタルコンテンツ 

うちアダルト情報サイト 

オンラインゲーム 

 

２３ 

18 

6 

5 

 

１ 

放送・コンテンツ等 

主に デジタルコンテンツ  

うちアダルト情報サイト 

オンラインゲーム 

出会い系サイト 

４４ 

38 

6 

5 

4 

１ 

放送・コンテンツ等 

主に デジタルコンテンツ 

うちアダルト情報サイト 

オンラインゲーム 

出会い系サイト 

５１ 

47 

9 

3 

3 

２ 化粧品 ６ ２ 
融資サービス 

 主に フリーローン・サラ金 

２５ 

24 
２ 

融資サービス 

 主に フリーローン・サラ金 

２９ 

29 

３ 健康食品  ６ ３ 

インターネット通信サービス 

 インターネット接続回線 

うち 光ファイバー 

１０ 

7 

3 

３ 借家・賃貸アパート ２２ 

 
 
４ 理美容 ９ ４ 健康食品 １２ 

 

５ 

移動通信サービス 

携帯電話サービス 

モバイルデータ通信 

８ 

5 

3 

５ 自動車 １０ 

４０歳代 ５０歳代 ６０歳代 

１ 

放送・コンテンツ等 

主に デジタルコンテンツ 

うちアダルト情報サイト 

出会い系サイト 

オンラインゲーム 

９１ 

88 

18 

4 

3 

１ 

放送・コンテンツ等 

主に デジタルコンテンツ 

うちアダルト情報サイト 

出会い系サイト 

 

７２ 

67 

11 

2 

 

１ 

放送・コンテンツ等 

主に デジタルコンテンツ 

うちアダルト情報サイト 

出会い系サイト 

 

８６ 

78 

11 

2 

 

２ 
融資サービス 

主に フリーローン・サラ金 

３３ 

31 
２ 

融資サービス 

主に フリーローン・サラ金 

３９ 

36 
２ 

インターネット通信サービス 

主に インターネット接続回線 

うち 光ファイバー 

３３ 

26 

17 

３ 借家・賃貸アパート １８ ３ 

インターネット通信サービス 

主に インターネット接続回線 

うち 光ファイバー 

１５ 

11 

9 

３ 
融資サービス 

    主に フリーローン・サラ金 

２３ 

18 

４ 

インターネット通信サービス 

主に インターネット接続回線 

うち 光ファイバー 

１６ 

15 

9 

３ 借家・賃貸アパート １４ ４ 工事・建築・加工 １５ 

５ 健康食品 １４ ５ 健康食品 １４ ５ 自動車 １３ 

７０歳以上   4 電報・固定電話 

１ 

放送・コンテンツ等 

主に デジタルコンテンツ 

うちアダルト情報サイト 

６１ 

38 

 4 

４ 工事・建築・加工 ２５ 

    
５ 

融資サービス 

主に フリーローン・サラ金 

１６ 

14 

２ 健康食品 ５１    

３ 

インターネット通信サービス 

 インターネット接続回線 

うち 光ファイバー 

２９ 

29 

20 
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（６）販売購入形態別  

急増した架空請求は、販売購入形態が「不明」のものが多かったこともあり、個々の販売購入形態別件数

は全体として減少している。 

① 販売購入形態別相談受付件数 

表－１１ 販売購入形態別相談件数 

 

＊マルチ・・・販売組織の加入者が消費者に商品などを購入させ、その販売組織に加入させることによって、マージ               

ンを得るしくみの商法。儲かると思って加入しても思うように売れず、多額の借金と在庫を抱えることになる。また、他

人を勧誘することで自らが加害者になることもある。 

＊ネガティブ・オプション・・・注文していない商品を一方的に送りつけ、受け取った消費者が購入しなければならな

いものと勘違いして支払うことを狙った商法。代引配達を悪用する手口もある。 

② 販売購入形態別トラブルの多い商品・サービス 

表－１２  販売購入形態別トラブルの多い商品・サービス 

通信販売 店舗購入 電話勧誘販売 

８１１件 件数 ６２３件 件数 １９３件 件数 

放送・コンテンツ等 

主に デジタルコンテンツ 

うち アダルト情報サイト 

オンラインゲーム 

出会い系サイト 

３８９ 

199 

66 

20 

17 

融資サービス 

主に フリーローン・サラ金 

１２３ 

113 

インターネット通信サービス 

主に インターネット接続回線 

うち 光ファイバー 

７６ 

74 

55 

健康食品 ６２ 借家・賃貸アパート ５７ 健康食品 ３６ 

化粧品 ３５ 自動車 ４１ 電報・固定電話   ６ 

インターネット通信サービス 

主に インターネット接続回線 

うち 光ファイバー 

２０ 

9 

3 

移動通信サービス 

 携帯電話サービス 

モバイルデータ通信 

 ３４ 

27 

6 

電気 ６ 

紳士服・婦人服      １７ 工事・建築・加工 ２０ 教室・講座 ５ 

訪問販売 マルチ・マルチまがい 訪問購入 

１７０件 件数 ３１件 件数 １３件 件数 

工事・建築・加工 ２５ ファンド型投資商品 １３ アクセサリー ２ 

空調・冷暖房・給湯設備 

     主に 電気温水器 

         ソーラーシステム 

２２ 

14 

6 

金融関連サービス ３   

放送・コンテンツ等 

      主に 衛生放送テレビ 

１８ 

9 
教室・講座 ２   

インターネット通信サービス 

      主に 光ファイバー 

１４ 

   10 
内職・副業 ２    

学習教材 ５ 
 

ネガティブ・オプション        
健康食品 ３   

              １２件 

販売購入形態 H２９ H２８ 増減 

通信販売 ８１１ ９１０ －９９ 

店舗購入 ６２３ ６２７ －４ 

電話勧誘販売 １９３ ２８２ －８９ 

訪問販売 １７０ １９６ －２６ 

マルチ･マルチまがい（＊） ３１ ３０ １ 

訪問購入 １３ ３６ －２３ 

ネガティブ・オプション（＊） １２ １４ －２ 
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（７）主な悪質商法別 

表－１３ 商法別相談件数と主な商品・サービス 

商 法 H２９ H２８ 増減 主な商品・サービス 

無料商法 ４５ ７１ －２６ アダルト情報サイト(９)    健康食品（５）    モバイルデータ通信（２） 

ｻｲﾄﾞﾋﾞｼﾞﾈｽ商法 ２７ ２３ ４ デジタルコンテンツ（８）    ファンド型投資商品（３）    ビジネス教室（２） 

利殖商法 ２０ ７ １３ ファンド型投資商品 （１６） 

SF商法 ７ ５ ２ 健康食品（４）   ふとん類、 紳士・婦人用バッグ（各１）  

アンケート商法 ６ ２ ４ 健康食品（３）   スマートフォン、ソーラーシステム（各１）  

当選商法 ５ ５ ０ デジタルコンテンツ、健康食品、新聞、国内パックツアー（各１）  

点検商法 ５ ５ ０ 白蟻駆除サービス（２）   浄水器、マットレス、風呂釜（各１）  

ｱﾎﾟｲﾝﾄﾒﾝﾄｾｰﾙｽ ５ ４ １ 複合サービス会員（５）  

モニター商法 ５ ３ ２ 健康食品（４）   ペットフード（１） 

＊無料商法・・・「無料で点検する」「お試し無料」など、「無料」をうたい文句に実際は高額な商品を売りつける商法。 

＊サイドビジネス商法・・・「在宅ビジネスで高収入が得られる」などと言って勧誘し、実際は高額な教材等を購入させる

商法。 

＊利殖商法・・・「必ずもうかる」「高配当」と利益ばかりを強調し、投資や出資などを勧誘する商法。 

＊ＳＦ商法・・・日用品や食料品の安売り、あるいは説明会をするとの名目で人を集め、閉め切った場内で雰囲気を盛  

り上げて最終的には高額な商品を買わせる商法。催眠商法とも言われている。 

＊アンケート商法・・・街頭などで歩行者に声をかけ「アンケートに協力してほしい」などと言って消費者に接近して商品

やサービスを売りつける商法。 

＊当選商法・・・「○○が当選しました」などと消費者をだまし、お金を支払わせる商法。 

＊点検商法・・・「○○の点検をします」と訪問して、「このままでは家が危ない」「取り替えないと危険です」などと不安

をあおって、商品やサービスの契約をさせる商法。 

＊アポイントメントセールス・・・販売の目的を明らかにしないで、または、ほかの人に比べて著しく有利な条件で契約

できるといって、電話等で喫茶店や営業所に呼び出し、商品やサービスを売りつける商

法。 

＊モニター商法・・・モニターになってもらうことを条件に、無料または割安の料金で購入できると思わせて、高額な商

品やサービスの契約をさせる商法。 
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（８）架空請求・不当請求 

  ①架空請求（身に覚えのない請求）に関する相談  

架空請求の相談件数は、平成１６年度をピークに１７年度以降は年々減少してきたが、平成２４年度か

らは、利用した覚えのないサイト料金等を請求するメールに関する相談が寄せられ増加傾向にあったが、平

成２９年度は、メール以外に法務省等をかたり、財産の差押えを強制的に執行するなどと書かれた架空請求

のハガキに関する相談が急増したことによって、前年度の３.６倍の件数となり、この１０年間で最も多く

なっている。 

 

        図－２  架空請求相談件数 年度別推移 

             
 

 

      表－１４  架空請求方法  

架空請求 Ｈ２９ Ｈ２８ 増減 

メール ２８０ ２０２ ７８ 

ハガキ ５０５ ２ ５０３ 

電 話 １４ １３ １ 

封 書 ４ ７ －３ 

合 計 ８０３ ２２４ ５７９ 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

相談件数 5,688 2,855 1,738 1,115 744 417 81 48 118 98 182 184 224 803

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

相談件数 
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② 不当請求（インターネット有料サイト等のワンクリック請求を含めた不当な請求）に関する相談  

○不当請求の相談件数は、平成１６年度をピークに減少し、前年度まで横ばい状態が続いていたが、    

平成２９年度は前年度の半分以下となった。 

○相談内容は、無料だと思ってアダルトサイトを閲覧していたところ、突然高額な請求を受けたというもの

や、アダルトサイトとは関係のないサイトを閲覧していたら、アダルトサイトや出会い系サイトに接続さ

れ、料金を請求されたというものなど、手口は多様化・巧妙化している。 

 

図－３  不当請求相談件数 年度別推移 

  

 

 

 表－１５  不当請求 主な商品・サービス 

 
商 品 ・ サービス Ｈ２９ 

１ 

放送・コンテンツ等 
主に デジタルコンテンツ  

アダルト情報サイト 

                         出会い系サイト 

６４ 

62 
48 

3 

２ 複合サービス会員 １５ 

３ 借家・賃貸アパート ５ 

   

 

 

 

 

 

 

 

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

相談件数 2195 885 418 483 356 424 444 329 263 294 326 275 263 124

0

500

1000

1500

2000

2500
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４． フリーローン・サラ金、多重債務に関する相談 

○フリーローン・サラ金や多重債務相談は、平成19年度をピークに減少傾向にあったものの、前年度からは増

加傾向に転じている。 

 なお、平成19年度以降の相談件数が大幅に減少した要因は、多重債務相談を法律専門家に確実に繋ぐよう相

談体制を強化したことや、法改正による融資枠規制の導入、市町村の窓口の充実・強化などが考えられる。 

○相談内容としては、生活費のため借金をし返済が困難になった、過去に債務整理をしたが再度多重債務になっ

た等、厳しい現状が見受けられる。 

 

 

図－４ フリーローン・サラ金、多重債務相談件数 年度別推移     

   ＊多重債務・・・借入社数に関わらず借金の返済が困難になった状態 

 

 

表－１６  フリーローン・サラ金、多重債務関係 相談件数 

  H２９ H２８ 増減     

フリーローン・サラ金 １７１ １６４ ７ 

うち多重債務 １３８ １０１ ３７ 

うちヤミ金 １３ １３ ０ 

 

 

表－１７  フリーローン・サラ金 年代別・性別相談件数 

フリーローン・ 

サラ金 
男性 女性 団体・不明 H２９ H２８ 増減 

２０歳未満 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

２０歳代 ２０ ４ ０ ２４ １０ １４ 

３０歳代 １７ １２ ０ ２９ ３２ －３ 

４０歳代 １５ １６ ０ ３１ ３５ －４ 

５０歳代 ２２ １４ ０ ３６ ２０ １６ 

６０歳代 １１ ７ ０ １８ ２６ －８ 

７０歳以上  ７ ７ ０ １４ １８ －４ 

不明 １０ ６ ３ １９ ２３ －４ 

合 計 １０２ ６６ ３ １７１ １６４ ７ 

 

 

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

ﾌﾘｰﾛｰﾝ･ｻﾗ金 1,472 1,380 804 1,009 445 360 265 222 153 164 171

うち多重債務 1,119 944 520 626 264 221 172 120 94 101 138

うちヤミ金 231 166 72 68 37 37 26 22 18 13 13

0
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800

1,000

1,200

1,400
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図－５ フリーローン・サラ金 年代別相談件数推移 

 

 

 

     表－１８  多重債務 残債務額 

残債務額 件 数 

～５０万円未満 １１ 

５０万円～１００万円未満 １０ 

１００万円台 １５ 

２００万円台 １６ 

３００万円台 ４ 

４００万円台 ８ 

５００万円台 ９ 

６００万円台 ４ 

７００万円台 ４ 

８００万円台 ２ 

９００万円台 ４ 

１，０００万円以上 １０ 

不明 ４１ 

合  計 １３８ 

       

 

 

 

 

 

 

 

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上 不明 

H26 0 20 41 41 28 40 19 33

H27 0 22 24 39 21 19 5 23

H28 0 10 32 35 20 26 18 23

H29 0 24 29 31 36 18 14 19

0
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15
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５．投資商品に関する相談 

○「ファンド型投資商品」に関する相談が増加したことで、相談件数は前年度の３.５倍の２８件となってい

る。 

○「ファンド型投資商品」に関する相談の中では、消費者庁から業務停止命令を受けた事業者に関する相談

が、契約金額・既支払い金額とも高額となっている。 

○６０歳以上の方からの相談の割合が、依然として過半数を占めている。 

 

   表－１９  公社債・未公開株・ファンド型投資商品 相談件数推移と６０歳以上の相談件数 

 

Ｈ２７ H２８ H２９ 
H２９ 

60歳以上 

H２９ 

60歳以上割合

（％） 

公社債 ２ １ ２ ０ ０．０ 

未公開株 ２ ０ ０ ０ ０．０ 

ファンド型 

投資商品 
１１ ７ ２６ １７ ６５．４ 

合  計 １５ ８ ２８ １７ ６０．７ 

   

 表－２０  公社債・未公開株・ファンド型投資商品 契約金額・既支払い金額 

 平均額 最高額 総 額 

契約金額 22,383,531円 154,000,000円 380,520,040円 

既支払い金額 17,532,315円 154,000,000円 280,517,040円 

   ※平均額は、金額が不明な相談を除き、０円を含む全ての相談の算術平均である。 

 

 

６．劇場型勧誘によるトラブルに関する相談 

    「劇場型勧誘」は、複数の業者が役回りを分担し、消費生活センターなどの公的機関をかたりながら個人

情報の削除を持ちかけ、解決金を支払わせようとする手口や、介護施設への入居権が当選したなどと言い、

入居権を購入させようとする電話があり、断っても違う話を持ちかけてくる電話がかかってくるなど、巧妙

化・悪質化している。 

＜勧誘の手口＞ 

①過去の損失を取り戻すという【被害回復型】 

②お金は代わりに払うので申込みさえすればよいという【代理申請型】 

③不審に思って申込みをやめようとすると脅してくる【恫喝型】 

④郵送や手渡しで支払わせる【口座振込回避型】 

   ⑤消費生活センターなどの公的機関の名称をかたって安心させる【公的機関装い型】 

 

表－２１  劇場型勧誘 内容別件数及び60歳以上の相談件数 

内容 件数 
うち契約当事者が 

60歳以上 

60歳以上割合 

（％） 

介護施設入居権等 ２ ２ １００．０ 

個人情報削除 ８ ７ ８７．５ 

合計 １０ ９ ９０．０ 
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７．県内市町村消費生活相談受付状況 

○県内の市町村の窓口が受け付けた相談は、３,１８６件となっており、前年度（２,６６４件）に比べ５２２件

増加した。そのうち、消費生活センターを設置している高知市、南国市、幡多広域の受付件数合計は 

２,８００件で、市町村受付件数全体の約８８％となっている。 

○県内の全ての市町村に消費生活相談窓口が設置された平成２３年度以降で初めて、市町村の受付件数が、県

の受付件数を上回っている。 

  表－２２ 市町村窓口相談受付件数 

  Ｈ２９   Ｈ２８ 

市町村名 市町村受付数 県受付数 合計 市町村名 市町村受付数 県受付数 合計 

高知市 ２，２５１ １，５４３ ３，７９４ 高知市 １，９１１ １，３７１ ３，２８２ 

室戸市 ３ ４９ ５２ 室戸市 ７ ４９ ５６ 

安芸市 ２６ ７９ １０５ 安芸市 １５ ６３ ７８ 

南国市 ２６３ １９７ ４６０ 南国市 ２５１ ２０１ ４５２ 

土佐市 １６ １１８ １３４ 土佐市 ６ １２４ １３０ 

須崎市 ６０ ５６ １１６ 須崎市 ６１ ７５ １３６ 

宿毛市 ４ ２９ ３３ 宿毛市 ６ ３２ ３８ 

土佐清水市 ２７ ２３ ５０ 土佐清水市 ９ ３３ ４２ 

四万十市 ２ ５２ ５４ 四万十市 - ５８ ５８ 

幡多広域 ２８６ - ２８６ 幡多広域 ２４８ - ２４８ 

香南市 ５４ １５０ ２０４ 香南市 １６ １２３ １３９ 

香美市 １０４ １０６ ２１０ 香美市 ６０ ９８ １５８ 

東洋町 ０ １２ １２ 東洋町 ０ ５ ５ 

奈半利町 ０ ９ ９ 奈半利町 ０ ６ ６ 

田野町 １ １４ １５ 田野町 ０ ９ ９ 

安田町 １ ９ １０ 安田町 ０ ６ ６ 

北川村 ０ ５ ５ 北川村 ０ ４ ４ 

馬路村 ０ １０ １０ 馬路村 １ ０ １ 

芸西村 １１ １２ ２３ 芸西村 ２ ２３ ２５ 

本山町 ０ １１ １１ 本山町 ４ １４ １８ 

大豊町 １４ １９ ３３ 大豊町 ８ １４ ２２ 

土佐町 ０ ９ ９ 土佐町 １ １０ １１ 

大川村 ０ ３ ３ 大川村 ０ ３ ３ 

いの町 １６ １２５ １４１ いの町 １３ １１４ １２７ 

仁淀川町 ５ １４ １９ 仁淀川町 ９ １５ ２４ 

中土佐町 １ １４ １５ 中土佐町 ２ １２ １４ 

佐川町 ５ ５２ ５７ 佐川町 ６ ５４ ６０ 

越知町 １ ２４ ２５ 越知町 １ ２３ ２４ 

梼原町 ６ ８ １４ 梼原町 ２ １１ １３ 

日高村 ５ １１ １６ 日高村 ３ １３ １６ 

津野町 ５ ２２ ２７ 津野町 ４ ２２ ２６ 

四万十町 １７ ４２ ５９ 四万十町 ７ ５３ ６０ 

大月町 ０ １１ １１ 大月町 ０ ７ ７ 

三原村 ０ ３ ３ 三原村 ０ ２ ２ 

黒潮町 ２ １６ １８ 黒潮町 １１ １５ ２６ 

市町村合計 ３，１８６ ２，８５７ ６，０４３ 市町村合計 ２，６６４ ２，６６２ ５，３２６ 

市町村不明 . １５５ １５５ 市町村不明 . １３２ １３２ 

県外   ６１ ６１ 県外   ７０ ７０ 

無回答   ３７ ３７ 無回答   ３０ ３０ 

総計 ３，１８６ ３，１１０ ６，２９６ 総計 ２，６６４ ２，８９４ ５，５５８ 

 


